
長崎市製品・技術「優れモノ」ＰＲ補助金交付要綱 

 

 （目的） 

第１条 この要綱は、「優れモノ」の認証（長崎市製品・技術「優れモノ」認証制度等実施

要綱（平成２６年長崎市告示第４９８号）第５条第１項の認証をいう。以下同じ。）を受

けた製品・技術（以下「認証製品・技術」という。）を有する事業者（以下「認証事業者」

という）に対し、取引先の開拓及び受注機会の確保を目的に行う認証製品・技術のＰＲ

に係る経費について、予算の定める範囲内において、長崎市製品・技術「優れモノ」認

証ＰＲ補助金（以下「補助金」という。）を交付することについて、長崎市補助金等交

付規則（昭和６３年長崎市規則第２１号。以下「規則」という。）に定めるもののほか、

必要な事項を定めるものとする。 

 （補助対象者） 

第２条 補助金の交付の対象者は、認証事業者とする。 

 （補助対象事業） 

第３条 補助金の交付の対象となる事業（以下「補助対象事業」という。）は、認証製品・

技術の販路開拓に資する事業であって、補助金の交付申請日の属する年度の末日までに

完了するものとする。 

２ 補助対象経費、補助率、補助限度額及び補助回数は、別表のとおりとする。この場合

において、補助金の額に１，０００円未満の端数があるときは、その端数は切り捨てる

ものとする。 

３ 国、県、市等の助成制度による他の補助金等の交付を受ける事業については、補助対

象としない。 

 （交付の申請） 

第４条 規則第３条第１項に規定する市長が定める期日は、補助金の交付の申請をする日



の属する年度の２月末日とする。 

２ 規則第３条第１項第１号及び第２号の書類は、補助事業（収支）計画書（第１号様式）

とする。 

３ 規則第３条第１項第５号の市長が必要と認める書類は、登記事項証明書とする。 

４ 規則第３条第２項の規定により、前年度決算書の添付は、省略するものとする。 

５ 市長は、規則第６条第１項に規定する補助金等交付決定通知書に付された日以降に着

手する事業を補助対象事業と認め、補助金等交付決定通知書に付された日前に着手した

事業は、補助対象事業として認めない。 

６ 補助金を申請しようとする者は、その申請時に仕入れに係る消費税相当額（補助対象

経費に含まれる消費税相当額のうち、消費税法（昭和６３年法律第１０８号）に規定す

る仕入れに係る消費税額として控除できる部分の金額と当該金額に地方税法（昭和２５

年法律第２２６号）に規定する地方消費税率を乗じて得た金額との合計額に補助率を乗

じて得た金額をいう。以下同じ。）があり、かつ、その金額が明らかな場合は、これを減

額して申請しなければならない。ただし、申請時において仕入れに係る消費税相当額が

明らかでない場合は、この限りでない。 

 （軽微な変更の範囲） 

第５条 規則第５条第１項第１号に規定する市長が認める軽微な変更は、次に掲げる条件

をいずれも満たすものとする。 

 ⑴ 補助金の交付の目的の達成及び既に交付の決定を受けた事業計画に基づく補助対象

事業の遂行に支障のない範囲の補助対象事業の変更であること。 

 ⑵ 補助対象経費の総額の２０パーセント以内の変更であって、補助金の増額を伴わな

いものであること。 

 （交付の条件） 

第６条 規則第５条第１項第４号の市長が必要と認める事項は、補助対象事業に係る収支



を明らかにした帳簿及び関係書類を備え、当該補助事業を行った年度の翌年度から５年

間保存するものとする。 

 （申請の取下げ） 

第７条 規則第７条第１項に規定する別に定める期日は、規則第６条第１項の規定による

通知を受領した日から起算して１４日を経過した日とする。 

 （実績報告） 

第８条 規則第１２条に規定する別に定める期日は、事業が完了した日から起算して１月

を経過した日又は補助対象事業を行った年度の翌年度の４月１０日のいずれか早い日と

する。 

２ 規則第１２条第１号に規定する収支決算書は、補助事業収支決算書（第２号様式）によ

るものとする。 

３ 規則第１２条第２号のその他市長が必要と認める書類は、次のとおりとする。 

⑴ 領収書の写し等補助対象経費の支出を明らかにする書類 

⑵ 出展状況の分かる写真（産業見本市、展示会及び商談会への出展に限る。） 

⑶ ホームページを印刷したもの（ホームページの作成及び改修並びに外国語翻訳に限

る。） 

⑷ 完成したパンフレット、チラシ、カタログ及びポスター（パンフレット、チラシ、

カタログ及びポスターの作成並びに外国語翻訳に限る。） 

⑸ 掲載された内容が分かる新聞又は雑誌の写し（新聞・雑誌への広告に限る。） 

⑹ 完成した動画データ又はホームページに掲載している場合は、ホームページのＵＲ

Ｌを記載した書類（プロモーション動画の制作及び外国語翻訳に限る。） 

 （消費税及び地方消費税に係る仕入控除税額の確定に伴う補助金返還） 

第９条 第４条第６項ただし書の規定により補助金を申請した者は、補助対象事業完了後

に消費税及び地方消費税の申告によりこの補助金に係る消費税及び地方消費税に係る仕



入控除税額が確定した場合は、仕入れに係る消費税等相当額報告書（第３号様式）によ

り速やかに市長に報告しなければならない。この場合において、市長は、当該消費税及

び地方消費税に係る仕入控除税額の全部又は一部を返還させることがある。 

（委任） 

第１０条 この要綱に定めるもののほか、必要な事項は、市長が別に定める。 

附 則 

 この要綱は、告示の日から施行する。 



別表（第３条関係） 

区分 補助対象経費 補助率 補助限度額 補助回数 

産業見本市、展

示会及び商談会

への出展（その

場で小売りする

ことを主目的と

したもの及び広

く一般に公開さ

れていないもの

を除く。） 

認証製品・技術の出展

に係る出展負担金、小

間料、小間装飾費（備

品の購入を除く。）、運

搬費及び旅費 

２分の１ ２００千円 

同一補助事業者

に対する補助回

数は設定しな

い。ただし、同

一年度に同一補

助事業者に対す

る補助金の額

は、補助限度額

を上限とする。 

ホームページの

作成及び改修 

認証製品・技術のＰＲ

を目的としたホームペ

ージ作成又は改修に係

る委託料 

パンフレット、

チラシ、カタロ

グ及びポスター

の作成 

認証製品・技術のＰＲ

を目的としたパンフレ

ット、チラシ、カタロ

グ又はポスターの作成

に係る委託料及び印刷

製本費 

新聞・雑誌への

広告 

認証製品・技術のＰＲ

を目的とした広告掲載

料及び広告デザインの

ための委託料 

プロモーション

動画の作成 

認証製品・技術のＰＲ

を目的とした動画作成

のための委託料 

外国語翻訳 

認証製品・技術のＰＲ

を目的としたパンフレ

ット、ホームページ及

びプロモーション動画

の全部又は一部を外国

語で制作する場合の翻

訳に係る委託料 



第１号様式（第４条関係） 

補助事業（収支）計画書 

 

１ 事業概要 

認証製品・技術  

補助対象事業 

□産業見本市、展示会及び商談会への出展 

□ホームページの作成及び改修 

□パンフレット、チラシ、カタログ及びポスターの作成 

□新聞・雑誌への広告 

□プロモーション動画の作成 

□外国語翻訳 

担 当 者 名 
役 職 

氏 名 
 ＴＥＬ  

 

２ 事業収支計画 

収   入 支   出 

項 目 区 分 金 額（単位：円） 項 目 区 分 金 額（単位：円） 

自己資金    

長崎市からの補助金    

その他収入

（       ） 
   

    

    

    

合   計  合   計  

 



第２号様式（第８条関係） 

補助事業収支決算書 

 

１ 事業収支決算 

収   入 支   出 

項 目 区 分 金 額（単位：円） 項 目 区 分 金 額（単位：円） 

自己資金    

長崎市からの補助金    

その他収入

（       ） 
   

    

    

    

    

    

合   計  合   計  

 

２ 事業の成果 

  

 

 

 

 

 

 



第３号様式（第９条関係） 

 

 

仕入れに係る消費税等相当額報告書 

 

 

  年  月  日 

 

 

（あて先）長崎市長 

補助対象事業者          

住所              

氏名            ○印 

（団体の場合は、団体名及び代表者名） 

 

 

年 月 日付け  第   号をもって交付決定通知（又は確定通知）があった補助金に係る仕

入れに係る消費税等相当額について、長崎市製品・技術「優れモノ」ＰＲ補助金交付要綱第９条の

規定により、次のとおり報告します。 

 

１ 補助金額（市長が交付決定通知（又は確定通知）により通知した額）      円 

２ 補助金の確定時における消費税及び地方消費税に係る仕入控除税額       円 

３ 消費税額及び地方消費税額の確定に伴う補助金に係る消費税及び 

地方消費税に係る仕入控除税額                       円 

４ 補助金返還相当額（３－２）                        円 

５ 仕入れに係る消費税等相当額の積算内訳 

 

 

 

 

 

 

 

 


